第9章  フィリピン

この報告書で取り上げた他の国々と違い、フィリピンは、この20年間に経済の停滞を幾度か経験した。また、経済成長も、他国と比べてかなり遅いペースである。表9.1で見られるように、1983～85年、1991～92年の時期には、経済成長率は、7％を超えることなく、2％まで落ち込んだことも、しばしばあった。これまでの停滞には、幾つかの共通した要因がある。第一の要因として、貧弱な国際収支と外貨準備の調整が考えられる。このことは、低成長期における、通貨ペソの大幅な切り下げからも明白である。ペソは、1982年の1米ドル8.5ペソから1986年に20.4ペソ、そして、1989年の21.7ペソから1993年の27.1ペソ、そしてついに、1996年の26.2ペソから1998年には約41ペソまで減価した。第二の要因は、天候の影響を受けた、農業部門の低成長である。農業の成長率は1983～85年には、-3.5～-0.9％、1991～93年には、0.4～1.4％の成長しかない(Asian Development Bank, 1998a)。そして、1998年の最初の3四半期では-6.1％のマイナス成長となった(Philippines, National Economic Development Authority, 1998)。この年のマイナス成長は、主にエルニーニョ現象によるものである。第三の要因は、政治の混乱である。最初の経済の失速は、マルコス政権の後期に起こり、1989年のクーデターとその後のアキノ政権の時期に、再び経済は失速した。第四の要因は、国際通貨基金（IMF）が、フィリピンの債務危機とその余波への対処に手助けしようと、フィリピン経済に深く関わるようになったことである。しかし、フィリピンの経済停滞を止めることができず、その後も、長い間フィリピン経済を監視することになった。このフィリピンでの失敗から、IMFが実行してきた計画は、批判の的になった。しかし、このような批判は、真剣に捕らえるにはあまりにも単純にも思える。

  その後、いわゆるアジア金融危機が起こるが、フィリピンにとっては、目新しい経済危機ではなかった。それに、1990年代初頭に経験した経済困難とIMFによる管理経済運営により、フィリピンは、他の東南アジアの国々よりも、今回の危機の被害は少なかった。表1.2から、フィリピン経済の見通しを見てみると、1999年と2000年は、他の東南アジアの国々より多少ましなようだ。1999年のGDP成長率は0.9～4.0％の間と予想されている。そして、2000年には、もうすこし改善されるだろう。インフレ率も、1999年には5％を少し超える程度だと予想されている。

  この報告書で最貧国に分類されるフィリピンでは、この20年の間に、比較的低い経済成長と高い人口増加があった。このため、フィリピンではこれからの高度経済成長が求められる。フィリピンでは、他のアジア諸国が経験したような、生活水準の向上が見られない。表9.1を見ると、実際、実質ベースでの一人あたりのGDPは、1979～83年がもっとも高い水準であった。 単純に言って、現在より20年前のほうが、生活レベルが上だったことになる。名目で見た米ドルベースや国際ドルベースの一人あたりのGDPは確かに増加しているが、ほんの少しに過ぎない。しかし、乳児死亡者数と出生時平均余命では、少し改善が見られ、非識字率と中等教育就学率では、大きな改善が見られた。つまり、一人あたりの所得で見ると生活水準の停滞と思えるが、違うデータを使えば、進歩が読みとれる。

  この20年間には、経済成長が遅いという事実と合わせて、経済構造の変化も、他の東南アジア諸国のようには起こらなかった。農業に従事する就業者の割合は、1980～83年における52％から、1997年には40％に減少した。（表9.1）主にサービス業である「その他産業」において、就業者の割合が増加している。製造業では、この20年間、9～10％の水準を維持している。国民総生産を生産側から見ると、農業は、1979年の対GDP比27％から、1997年には19％まで減少している。製造業も同様に、1979～82年の25～26％から、1993～97年には22～23％に落ち込んでいる。その他産業は安定したシェアを維持している。

  国民総生産を支出面から見ると、民間消費支出の割合は、1979～83年の64～65％から、最近では70％と増加している（表9.1）。実際、民間消費支出は、1998年の最初の3四半期に3.9％増加し、フィリピン経済の牽引役を果たした(Philippines, National Economic Development Authority, 1998)。1997年同時期の5.0％の成長率よりやや低下しているが、これは、自動車や家電製品など高価な消費財の購入を妨げた、インフレと高利子率のためだ。対して、固定資本形成は、1979～83年の25～30％から、最近では20％以下へとシェアを縮小させた。固定資本形成は、最初の3四半期で、1997年には10.5％の成長があったが、1998年には13.8％減少した(Philippines, National Economic Development Authority, 1998)。1998年には、8.5％増加した公共投資以外、あらゆる投資が減少した。

  フィリピンは、かつてから、難しい財政・金融政策に直面していた。その困難さを示す指標として、高いインフレ率がある。1983～85年に14～53％、1993～96年には15～18％のインフレーションを経験している。（表9.1）もう一つの指標は、1984～85年と1990～91年に20％を超えた、高い利子率である。1997年の平均インフレ率は5.0％であったが、1998年には、8～11％になると予想されている。利子率は1998年第1四半期の20％を超える水準から、8月には15％まで下落した(International Monetary Fund, 1998d)。ほか別の指標として、通貨ペソの減価傾向がある。しかしペソは、アジア金融危機直後には下落したが、1998年には安定している。金融政策での困難は、財政政策における困難と密接な関係がある。例えば、政府の財政赤字はかなり大きい。1981～82年、1988年、それに1990年には、GDPの3％を超える規模の財政赤字があった。この膨大な赤字は、高いインフレ率の時期の直後に発生し、フィリピンの中央銀行（BSP）は、その赤字の金策として、マネーサプライを増やし、インフレ率をより上昇させてしまった。最近では、わずかの財政黒字になっていたが、アジア金融危機の後には、再び巨額な赤字に陥っている。

  この先の数年、輸入インフレが落ち着き、国内価格が安定し続けることが期待される。そうなれば、中央銀行が金融緩和を行い、利子率を下げ、景気を刺激することが可能になるだろう。そうでなければ、民間銀行の貸し出しや民間固定資本形成の減少が、1998年の経済を支えた民間消費支出と輸出の足を引っ張る恐れが有る。1998年の経済の失速は、見積もっていた税収を得られず、財政赤字を拡大させたため、フィリピン政府は財政支出を抑制してきた。1999年には、IMFや日本などの援助を受けて、政府は支出、とくに公共投資の拡張を計画している。

  国際収支においても、フィリピンは大きな問題を抱えていた。1982～83年と1990年には、経常収支の赤字がGDPの6％を超える程の規模になった（表9.2）。それに合わせて、外貨準備も、1982～85年と1990年に、輸入額の1ヵ月分にも満たない水準まで減少した。経常収支は、アジア金融危機直前の1996～97年を含むその他の時期でも、GDPの5％に相当する規模の赤字があった。これは、1997年の金融危機直後、ペソに売り圧力が掛かった原因でもあるだろう。しかし1998年には、GDPの0.1～0.6％の規模に、経常収支の赤字は著しく改善されるように思われる。この大幅な改善には、1998年の最初の10ヵ月に、1997年の同時期における95億7千万米ドルから、8億3千7百万米ドルまで減少した、貿易赤字の改善が大きく貢献している（Philippines, National Statistics Office, 1998）。フィリピンは、常に貿易赤字を抱えていたが、 ここ最近では、サービス・所得収支の黒字がこの赤字の一部を埋め合わせていた。経常移転の増加には、海外出稼ぎフィリピン人の仕送りが、大きな役割を果たしている。 

  フィリピンは、他のアジア諸国と違い、アジア金融危機後でも輸出を伸ばす事ができた。輸出総額は、1998年の最初の3四半期で、2億1800万米ドルを記録し、これは、1997年の同じ時期と比べて19％も増加している。輸出総額の35％は、好調なアメリカ合衆国に輸出された分である（Philippines, National Statistics Office, 1998）。かつてからアメリカは、フィリピンにとって最大の輸出国であった。その輸出総額に占める割合は、1979～82年に28～32％、1983～95年に36～40％、1996～97年には34～35％である。（表9.2）日本も、1984年以来15～20％のシェアを占める、重要な輸出相手である。ヨーロッパ9ヵ国の割合は年々縮小しているが、15～21％と、まだ重要な地域である。アジアでは、他のアジア諸国で見られるように、シンガーポールと香港への輸出が、最近増えつつある。

生産と雇用の構造は、この20年間あまり大きな変化はない。しかし、輸出構造は大きく変わった。農作物の輸出額の総額に対する割合は、1980年代初頭の約3分1から、最近では約10分の1まで縮小している。（表9.2）同じように、原材料の輸出もまた、1979年の約4分1から1997年の2％程まで大きく減少している。それに対して、その多くが組み立て電子部品・電子機器である機械製品の輸出が、1979年の2％から1997年には30％まで急激にシェアを拡大した。最近はそのシェアを縮小させているが、その他の製品（主に、繊維や玩具などの軽工業）も重要な輸出品に成長した。特殊取扱品や再輸出の割合もかなり大きい。輸出の中味はよく分からないが、主に機械製品と思われる。例えば、表9.2で示されている特殊取扱品および再輸出のデータは、アジア開発銀行のものだが（Asian Development Bank, 1996, 1998a）、国連のデータでは、この項目のシェアは0である（United Nations, 1996）。一方、主に、電子・電気機器である機械製品のシェアは、表9.2の25％よりかなり大きい、57％になっている。同様に、その他製品でも、表9.2では17％だが、国連のデータでは27％である。フィリピンのデータでも、国連のデータと同様な結果が得られる（National Statistical Coordination Board, 1999）。残念なことに、これを執筆している時点では、どうして、出所によってデータにこのような隔たりがあるか、よく分からない。 

  輸入を見ると、日本とアメリカは、常にそれぞれ15～25％のシェアを持つ輸入国である。（表9.2）それに対して、ヨーロッパ9ヵ国は年々そのシェアを縮小させている。香港とシンガポール、それに、韓国と台湾のシェアはそれぞれ11～12％のシェアを獲得し、近年拡大しつつある。機械製品は常に最大の輸入品である。電子機器はここでもまた、組立部品として重要な輸入品である。鉱物性燃料も1980年代初めには、かなり大きいシェアを持つ。しかし原油価格の下落により、このシェアは1986年以降、減少している。
  投資収支に目を向けると、最近では、ほとんどの項目において資本の流入が見られる。対内直接投資は、投資規制が緩和され、投資先としてフィリピンの信用が増すと、1993年以来、空前の水準になった。対内証券投資も、資産価格の上昇によって外国投資家を引き寄せ、1995～96年には急増した。その他の対内投資も、銀行の多額な貸し出しに合わせて増加した。アジア各国と同様に、証券投資とその他の投資の急激な増加は、危険をはらんでいた。短期債務に対する外貨準備の割合が減少し、投資家の信用が低下すれば、大量の資本流出に影響を受ける。これが金融危機直後のペソ安の主な原因であろう。  

  先に言及したように、フィリピンは対外債務の返済に困り、債務負担はしだいに他のアジア諸国と比較しても大きくなってきた。しかし最近では、対外債務の増加を抑える大きな進歩があり、GDPに対する対外債務の割合も、1996年には、1979年以来初めて、半分以下となった。最近、債務の増加率は比較的低く押さえられていたが、1996年に短期債務が急激に増加した。おそらく、先に述べた、証券投資とその他の対内投資と関連している。1997年には、外貨準備が72億米ドルまで減少したが、1998年9月の時点では、90億米ドルまで回復させている（International Monetary Fund, 1998d）。

  最後にフィリピンと日本の経済関係を見てみよう。1995～97年には、日本はフィリピンに対して経常収支が黒字になっている（表9.3）。これは、貿易収支の黒字によるものである。サービス収支は赤字である。所得収支では、証券投資収益やその他の投資収益において黒字が続いている。日本で働くフィリピン労働者の仕送りは、他の取り引きと比べ小さい。投資収支では、日本からの直接投資がかなり大きく、証券投資やその他の投資も次第に大きくなってきた。面白いことに、フィリピンから日本への証券投資では、とくに債権への投資が大きい。

  商品別に貿易の内訳を見ると、日本からフィリピンへの輸出は、主に、機械製品に集中している。表9.3から計算してわかるように、1992年では、総計に対して66％であったのに対し、1997年には、74％にも割合が増加している。全体的に、1992年から1997年までに日本からの輸出は2.5倍にもなっている。最近では、フィリピンからの日本の輸入でも、機械製品が多くなった。1997年では、総輸入に対する割合は60％になる。1992年では、まだ、農作物や鉱物性燃料のシェアが大きく、機械製品は20％ほどしかなかった。しかし、1997年までの間に、日本の輸入は、6.5倍にもなった。 
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